
※令和4年12月23日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
≪予算等の措置状況欄≫　金額上段：R５年度予算額　　金額下段：R４年度予算額　　〔全〕全国枠予算　　〔国〕国費ベース　　〔事〕事業費ベース
≪摘要欄≫　　○：ほぼ要望どおり措置等の見込み　△：一部措置等される見込み　×：措置等されない見込み

要望・提案事項 摘要

◆令和５年度予算措置の状況　＜国土交通省＞
○都市公園防災事業（国営公園等整備の内数）

○国際競争拠点都市整備事業

〔全〕９２．３億円の内数
（〔全〕９１．８億円の内数）

〔全〕１３０億円
（〔全〕１３０億円）

◆令和４年度補正予算の状況＜国土交通省＞
○都市公園防災事業（国営公園等整備の内数）
○国際競争拠点都市整備事業費

  ［全］１６．７億円の内数
 ［全］５．７億円

◆予算措置の状況　＜国土交通省＞
○北陸新幹線事業推進調査
○整備新幹線に関する環境影響評価に係る手続きに必要な調査等

（参考）北陸新幹線（金沢～敦賀間）を含む整備新幹線整備事業費

 ［事］［国］１２．４億円 （新規）
［事］［国］２．８億円の内数

　（［事］［国］１３．３億円の内
数）

 ［国］８０３．７億円の内数
　 （［国］８０３．７億円の内数）

◆予算措置の状況　＜国土交通省＞
・流域治水の本格的実践 「継続と深化」 〔全〕５，９５０億円の内数

(〔全〕５，８７４億円の内数)

◆予算措置の状況　＜国土交通省＞
〇防災・安全交付金 〔全〕８，３１３億円の内数

　※R４年度補正予算を含め
〔全〕１兆１，１６６億円の内数

（〔全〕８，１５６億円の内数）
　※R３年度補正予算を含め

〔全〕１兆１，８８９億円の内数

○社会資本整備総合交付金 〔全〕５,４９２億円の内数
※R４年度補正予算を含め

〔全〕５,７８３億円の内数
（〔全〕５，８１７億円の内数）
※R３年度補正予算を含め

〔全〕６，３６５億円の内数

２．彩都（国際文化公園都市）東部
地区の事業化の促進
・国費の確保
・組合等区画整理補助事業の新規
採択
・都市再生機構に対する適切な指導

○

◆予算項目以外の状況
・都市再生機構については、彩都における土地区画整理事業の施行者であった経緯及び地権者の立場を踏
まえ、一定の役割を果たしている。

１－２ 新大阪駅周辺地域のまちづく
りの推進
・リニア中央新幹線・北陸新幹線の
駅位置の早期確定
・都市再生緊急整備地域の早期指
定
・新大阪駅における強化すべき機能
（人の空間の充実や高速バスターミ
ナル等）の検討

○

◆予算項目以外の状況
○令和４年６月、「経済財政運営と改革の基本方針2022」に、「我が国の成長と国民生活を支えるサプライ
チェーンの強化や観光等による地域活性化に向けた環境整備のため、（中略）整備新幹線、リニア中央新幹
線（中略）の物流・人流ネットワークの早期整備・活用（中略）に取り組む」、「リニア中央新幹線について、水
資源、環境保全等の課題解決に向けた取組を進めることにより品川・名古屋間の早期整備を促進するととも
に、全線開業の前倒しを図るため、建設主体が 2023 年から名古屋・大阪間の環境影響評価に着手できる
よう、沿線自治体と連携して、必要な指導、支援を行う」ことが明記された。
○令和４年10月、新大阪駅エリアにおいて、都市再生緊急整備地域が指定された。
○広域交通結節点として重要性が高まる新大阪駅において、国として強化すべき機能（人の空間の充実や
高速バスターミナル等）を検討することについて、国で検討中。

２．府内各地域における拠点形成と
広域連携によるまちづくり
◇２－１淀川舟運の活性化
・淀川大堰閘門の着実な整備と舟運
活性化に向けた取組
・河川空間を活用した取組への協力
・地方財政措置の拡充

△
◆予算項目以外の状況
・事業者である国において、新規の工事発注が実施されるなど、工事が推進されている。
・淀川舟運活性化協議会による万博までの目標を定めた「中間とりまとめ」の検討が進んでいる。
・「淀川河川敷十三エリアかわまちづくり計画」が国の支援制度に登録された。
・地方財政措置の拡充は実現していない。

令和５年度 国の施策・予算に関する提案・要望　政府予算案（都市計画関連）
令和5年1月31日

大　　阪　　府

予算等の措置状況
１. 国際競争力を持った都心部の拠
点形成
１－１ うめきた２期区域のまちづくり
の推進
・基盤整備事業の推進に必要な財政
措置
・新産業創出機能の実現に向けた支
援

△

◆予算項目以外の状況
○一般社団法人うめきた未来イノベーション機構によるうめきた２期のプロモーションにつながるイベントにお
いて、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）をはじめとする関係機関とシンポジ
ウム、セミナー及び展示会を開催予定
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況
３．都市計画制度等の充実・強化
３－１　再開発事業の推進
◇　既成市街地の再整備に向けた
市街地再開発事業の制度拡充（隣
接しない空閑地を活用した再開発手
法の確立） ×

３－２　市街地整備事業の推進
◇　土地区画整理事業、市街地再開
発事業などに必要な財源措置

◆予算措置の状況　＜国土交通省＞
○社会資本整備総合交付金

○防災・安全交付金

〔全〕５,４９２億円の内数
※R４年度補正予算を含め

〔全〕５,７８３億円の内数
（〔全〕５，８１７億円の内数）
※R３年度補正予算を含め

〔全〕６，３６５億円の内数

〔全〕８，３１３億円の内数
　※R４年度補正予算を含め
〔全〕１兆１，１６６億円の内数

（〔全〕８，１５６億円の内数）
　※R３年度補正予算を含め
〔全〕１兆１，８８９億円の内数

○

◆予算項目以外の状況
土地区画整理事業と同様に、市街地再開発事業でも「飛び施行地区」の明文化に向け協議を進めている
が、現時点で市街地再開発事業の制度拡充は実現していない。

3-３ 都市再生促進税制の特例措置
期間の延長
◇　都市再生推進のための民間投
資を促す税制特例が令和４年度末
期限であることから、今後も支援内
容縮減することなく措置期間の延長
を要望する。

◆予算項目以外の状況
令和５年度都市局関係予算決定概要および令和５年度国土交通省税制改正概要において、現行の措置を
３年間（令和５年４月１日～令和８年３月31日）延長する措置が盛り込まれた。
【措置内容】
　・事業区域面積要件の緩和：原則1.0ha→0.5haへと緩和
　・【所得税・法人税】5年間割増償却　緊急地域：2.5割増、特定地域：5割増
　・【登録免許税】建物所有権保存登記の税率（本則0.4％）を軽減し、緊急地域：0.35％、特定地域0.2％とす
る
　・【不動産取得税】課税標準を緊急地域：4/5、特定地域：1/2とする※

　・【固定資産税・都市計画税】課税標準を５年間軽減し、緊急地域：3/5、特定地域：1/2とする※

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※上記を参酌基準として、条例で定める割合

○
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